
 

 

田辺市告示第305号 

 

 

公募型プロポーザル方式公告 

 

次の業務について、公募型プロポーザル方式を実施するので、次のとおり参加希望者を

募集します。 

 

令和７年７月22日 

 

田辺市長  真 砂 充 敏 

 

１ 業務の概要 

（１）業務名   田辺市グループウェア更新業務 

（２）業務内容  グループウェアの更新 

         （詳細は仕様書のとおり） 

（３）契約期間等  

本プロポーザルにおける業務内容は、以下のとおりとする。 

・グループウェア構築業務にかかる契約 

契約期間は契約締結日から令和８年３月 31 日までとし、現行グループウェアと並 

行稼働する試用期間（令和８年１月～令和８年２月）を設け、利用開始想定日を令 

和８年３月１日とする。業務内容は、本システムが稼働するために必要な環境構築 

及び令和７年度中の運用サポート対応とする。なお、当市の仮想化基盤へ環境構築 

する際に、当市が提供するもの以外に、ソフトウェアの永続型ライセンス等の必要 

なものがある場合は、その調達も含めること。 

  ・システム利用にかかる契約 

   システム利用にかかるサブスクリプション型の年額利用契約とし、契約期間を令和

８年３月１日～令和 13 年２月 28 日とする。 

 

２ 参加資格要件 

本業務に係る公募型プロポーザル方式に参加を希望する者（以下「参加希望者」とい

う。）は、次の全ての要件を満たしていること。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しないこと。 

（２）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき、更正手続開始の申立てがなされて

いる者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき、再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続又は再生手続開始の決定後、入札参加

資格の再認定を受けている者を除く。 

（３）国税を完納していること。市内業者又は田辺市内に受任営業所等を有する業者につ

いては、国税及び田辺市税を完納していること。 

（４）本プロポーザル方式募集に係る公告の日から契約までの間に、田辺市物品購入等契

約に係る入札参加資格停止等措置要領（以下「物品等資格停止措置要領」という。）に

よる資格停止措置を受けていないこと。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「暴

力団員法」という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）に該

当しないほか、次に掲げる者に該当しないこと。 

ア 暴力団員法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

イ 法人の役員若しくはその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者が暴

力団員である者又は暴力団員がその経営に関与している者 

ウ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目



 

 

 

的をもって暴力団の利用等をしている者 

エ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又

は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

オ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

カ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用している者 

キ 暴力団及びアからカまでに定める者の依頼を受けて本プロポーザル方式に参加

しようとする者 

（６）公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又は公共の安全及び福祉を脅かすお

それのある団体に属する者に該当しないこと。 

（７）令和７年度「田辺市物品等入札参加者登録者名簿」に登載された者であって、営業

種目「コンピュータ機器類（Q22）」または、「コンピュータシステム開発・保守・点検

等（Z97）」で登載されている者であること。また、未登録の者にあっては、参加申請

をする場合は、本申請と併せて次の書類を提出すること。また、契約相手方となった

場合は、次期の登録申請期間に速やかに登録申請を行うこと。 

ア 提出書類 

（ア）国税納税証明書（法人にあっては、その３の３。個人事業者にあっては、その 

３の２。） 

（イ）市税完納証明書（市内業者又は田辺市内に受任営業所等を有する業者のみ） 

（ウ）印鑑証明書 

（エ）登記簿謄本（個人事業者にあっては、身分証明書。） 

（オ）誓約書 

※（ア）（イ）（ウ）（エ）については、申請日以前３か月以内に発行されたものに限る。 

（８）参加申請書提出日において、プライバシーマークの認定、もしくは、情報セキュリ

ティマネジメントシステム（ISMS）適合性評価制度における認証を取得していること。 

 

３ 実施要領等の交付期間及び方法 

本業務に係る公募型プロポーザル方式実施要領及び様式等（以下「実施要領等」とい

う。）の交付は、次のとおりとする。 

（１）交付期間  令和７年７月22日から令和７年８月６日まで 

（２）交付方法  田辺市 情報政策課 ホームページ 

URL:https://www.city.tanabe.lg.jp/jyouhou/r7_groupware_proposa

l.html 

４ その他 

スケジュール、参加手続、評価基準、候補者の選定方法その他プロポーザル方式に関

する事項等については、実施要領等を参照すること。 

 

５ 担当部署 

〒646-8545 和歌山県田辺市東山一丁目５番１号 

田辺市企画部情報政策課 

電話 0739-26-9917 

メールアドレス jyouhou@city.tanabe.lg.jp 

 


